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小山市ＬＥＤ防犯灯更新・維持管理業務委託 

プロポーザル募集要項 
 

１ 事業の趣旨 

現在、生徒の通学路における犯罪不安箇所の安全確保の為、小山市が設置維持管理を行っている防

犯灯が、約２，６００灯設置されている。平成２５年度には、ＥＳＣＯ事業にて寿命が長く電気料金

などの維持管理費を抑えられるＬＥＤ灯に交換、運営したが、導入から１０年を経過し設計寿命を超

える為、ＬＥＤ灯の更新と維持管理の一括委託により、通学路の安全確保と経費削減を図る必要があ

ると考えている。 

また、今回の更新にあたり、故障防犯灯の特定を容易にする、管理番号が記入された管理プレート

を導入することにより、発見者が通報しやすい環境を整えることで、防犯灯不点灯の期間を短縮させ

ることができる。 

この要項に定める公募型プロポーザルは、小山市ＬＥＤ防犯灯更新および維持管理業務を委託す

るに当たり、広く技術提案を募集し、調査・更新・維持管理に関する一括提案（以下「本事業提案」

という。）を受け、最も適切な者を当該業務の受託者として選定することを目的とする。 

    

 

２ 事業概要 

（１）事業名称 

小山市 LED 防犯灯更新・維持管理業務委託事業 

（２）契約方式及び契約期間 

① 契約方式：業務委託契約 

② 契約期間：令和５年１０月４日（契約締結予定日）から令和１６年３月３１日まで 

 ア．調査期間        契約締結日から令和５年１２月中旬まで 

イ．防犯灯更新期間  契約締結日から令和７年３月３１日まで 

  ※提案次第 

（契約締結日から令和７年３月３１日までの期間内で全数交換及び管理プレートの設置） 

ウ．維持管理期間     契約締結日から令和１６年３月３１日まで 

（３）事業対象 

  別紙「小山市 LED 防犯灯更新および維持管理業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）を参照のこ

と。 

（４）事業費限度額 

金７４，０００，０００円 （消費税額及び地方消費税額を含む） 

（５）支払い計画 

   ① 令和５年度 金２，４９４，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む・支払い限度額） 

   ② 令和６年度から令和１５年度 

（事業費から令和５年度の支払いを引いた残額については、１０年均等割り） 
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３ 事業者の行う業務範囲 

事業者が行う業務の範囲は、以下のとおりとする。 

（１）現地調査（現地確認・精査等） 

  ① 小山市（以下「本市」という。）が所有する防犯灯の調査。（仕様書を参照のこと。） 

防犯灯の位置、所在地、引込柱、東電管理番号、お客さま番号など設備管理上必要となる各種情報

の調査。 

  ② 引き込み柱の劣化判定 

   老朽化と判定された場合は、対応について本市と協議する。 

（２）電力契約の照合、電力契約申込み 

  ① 電力会社と緊密に連携し、既設防犯灯等に関する電力契約の調査照合及び現地調査結果の突合。 

② 電力契約と既設 LED 防犯灯等との数量相違の把握・整合 

   設備があって電力契約がないもの、若しくは電力契約があって設備がないもの等を選別し、電 

   力会社及び本市と緊密な協議を行い、両者の整合を図る。 

     ③ 既設 LED 防犯灯等の契約変更の申し込み及び現地調査で把握した契約相違に関わる新設又は減設

申込みの実施。 

  ④ 電力契約の突合調査結果及び減設申込み完了報告書の提出。 

（３）管理台帳作成・管理及び市管理システムに取り込むデータ作成。 

① 事業者は管理台帳の作成及び管理と併せて、本市の管理システムに取り込むデータを作成する。 

なお、取り込むデータについては下記の通りとするが、詳細は別途、本市との協議を行い、合意

を得るものとする。 

   ア．位置情報（管理番号、設置場所、引込柱番号（東電柱及びＮＴＴ柱）等） 

   イ．設置年月日、所在地、移設年月日 

   ウ．設備概要（灯具仕様、タイムスイッチ、灯柱形状、施工者名、使用開始年月日、事業者名等） 

   エ．電力契約情報（店所番号、契約名義、お客さま番号、請求番号、請求種別、契約電力、契約 

     灯数、引込状況等） 

   オ．新設・修繕及び移設等記録（作業年月日、新設・修繕内容、移設情報、施工者等） 

カ．写真（遠景、近景、電柱番号、鋼管ポールの根元、その他本市との協議において必要と判断さ

れたもの） 

キ．その他（不具合対応履歴、市民要望等の情報等） 

  ② 管理システムのデータの作成及び納品は、年に１度（３月頃）とする。ただし、現地調査の完了後 

   と全ての灯具の交換工事完了後及び事業完了３か月前については、これとは別にデータ作成及び 

   納品を行うこと。 

（４）管理プレートの設置 

① 前項により作成するデータを基に、「小山市」「管理番号」を表記した管理プレートを、歩行者から

視認しやすい箇所に設置すること。 

② 管理番号は、既存の番号を廃止し、新たな番号を LED 防犯灯１基に対し１つ割り当てるものとす 

る。 

③ 管理プレートの材質は、耐候性能があり、錆の発生がないものとし、文字は劣化しにくく視認が容

易なものとする。 
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④ 管理プレートの作成は、今後 10年間で新設設置が予想される 100 枚を余分に作成し、小山市に納

品すること。 

（５）対象設備の設置に係る計画の策定、施工及び施工管理 

関係行政機関の指導及び関係諸法規を遵守しつつ、以下について実施すること。 

① 本事業のメリットを最大限に享受できる施工計画の策定及び施工、施工管理を実施する。 

② 近隣住民や交通に配慮し十分な安全対策を講じた施工計画の策定及び施工、施工管理を実施す 

る。 

③ 作業者の安全と作業負担に十分配慮した施工計画の策定及び施工・施工管理を実施する。 

④ 施工完了報告書の提出をすること。 

（６）既設 LED 防犯灯設備の撤去、リサイクル及び廃棄処分 

関係行政機関の指導及び関係諸法規を遵守しつつ、以下について実施すること。 

① リサイクルや廃棄処分に関する施工計画を策定すること。 

② 撤去工事の施工、施工管理を実施すること。 

③ LED 灯具以外の撤去した設備については、環境保護の観点から、原則再利用し、撤去した設備は

項目ごとにリサイクルの具体的な方法等について報告すること。また、廃棄する場合は、関係行

政機関の指導及び関係諸法規等を遵守した上で処分すること。なお、廃棄したものについても、

再利用のものと併せて報告すること。 

（７）設備の維持管理 

① 事業者は、調査業務で本市管理と判明した防犯灯等に加え、契約期間中に本市で新設設置した防

犯灯について、事業計画に基づき、本市から不具合等などの不具合発生時に連絡を受けた場合、

該当設備を調査し、速やかに対応を行い、修繕等を実施する。 

② 事業者は、該当設備に関する新設、撤去、移設等の連絡に基づき、管理システムの更新データを 

作成する。また、①の修繕結果についても同様とする。 

③ 事業者は、本市からの不具合等の連絡を受けた場合、該当設備の状況（不点灯等）について確認を 

行い、修理等が必要と判断された場合は、原則３営業日以内に修繕を行う。 

（ただし、やむを得ない場合を除く。） 

また、修繕等が完了した後、速やかに本市に報告すること。 

４ 応募条件 

（１）応募要件 

① 応募者は、グループ構成とし、構成員は日本国内の企業であること。 

② 応募者は、本市との協議、調整に十分な能力を有し、本事業を十分に遂行できると認められる者 

であること。 

③ グループは、応募者の構成員全てを明らかにし、その役割分担を明確にすること。 

④ １グループの代表者及び構成員は、他のグループの代表者及び構成員となることが出来ない。 

⑤ 構成員には、小山市内に本社を置き、かつ令和５年４月１日において、小山市建設工事入札参加資

格の電気工事のＡ格付を有しており、過去１０年間（平成２５年以降）以内に、街路灯・防犯灯の

ＥＳＣＯ事業もしくはリース事業の元請実績を有する者が含まれていること。 

⑥ 構成員には防犯灯維持管理業務の実績があること。 

⑦ グループで責任分担等の協定書を締結し、提案書提出時に本市に提出すること。（様式第１７号）  
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（２）応募者の制限 

次に掲げる者は、応募者又は応募者の構成員となることはできない。 

① 自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者。 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項に基づく再生手続き開始の申立又は、民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項に基づく再生手続き開始の申立の手続をし

ているもの。 

破産法（平成１６年法律第７５号）第１９条に基づく破産手続開始の申立てがなされている者 

③ 次に該当する者。 

ア． 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をい

う。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者。 

イ． 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定

する暴力団員であると認められる者。 

ウ． 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどをしたと認められる者。 

エ． 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者。 

オ． 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に基づく処

分の対象となっている構成員であると認められる者。 

カ． 国税及び地方税を滞納している者。 

 ④ 不正な手段を用いて本事業を誹謗し、又は事業の公正な進行を妨げる者、若しくは妨げた者。 

  

５ 応募に関する留意事項 

（１）費用負担 

応募に関するすべての書類の作成及び提出に関する費用は、応募者の負担とする。 

（２）提出書類の取扱い・著作権 

提出書類の著作権はそれぞれの応募者に帰属するが、提出書類は返却しないものとする。 

また、本市は応募者に無断で本募集以外の目的で提出書類を使用したり、情報を漏らしたり 

することはしない。 

（３）知財の取扱い 

本事業提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び日本国以外 

の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠、デザイン、設計、施 

工方法、工事材料、維持管理方法等を使用した結果生じる責任は、応募者が負うものとする。 

（４）本市からの提出書類の取扱い 

本市が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用してはならない。 

（５）応募者の複数提案の禁止 

応募者の提案は１件を上限とする。 

（６）構成員の変更の禁止 

応募者の構成員の変更は認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、本市と協議 

を行い、本市が認めたときはこの限りではない。 
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（７）提出書類の変更禁止 

提出した書類の変更はできない。ただし、提出書類に脱漏又は不明確な表示等があり、かつ、

本市が認めたときはこの限りではない。なお、提出書類について後日参考資料を求めることが

ある。 

（８）虚偽の記載の禁止 

参加表明書又は本事業提案書に虚偽の記載をした場合若しくは重要な事項を記載しなかった場

合は、参加表明書又は本事業提案書を無効とする。 

（９）その他 

本事業提案の応募者が１者であった場合であっても、当市の定める評価得点を上回る提案で 

あった場合は最優秀提案者と契約に向けて交渉を行う。 

（10）事務局 

本事業提案募集に係る事務局は次のとおりとする。 

担当窓口：小山市役所市民生活部 市民生活安心課 交通対策係 

住  所：〒３２３―８６８６ 

栃木県小山市中央町１丁目１番１号 小山市役所本庁舎２階 

電  話：０２８５－２２－９２８３  

Ｆ Ａ Ｘ：０２８５－２２―９８９７ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：d-seikatu*city.oyama.tochigi.jp  ｾｷｭﾘﾃｨの為*を@に変更すること。 

Ｈ    Ｐ：https://www.city.oyama.tochigi.jp/ 

６ 事業全体スケジュール 

 日 程 

公募開始（ホームページ掲載）  令和５年５月２３日（火）  

参加表明書受付期間  令和５年５月２３日（火）から令和５年６月７日（水）まで  

質問書受付期間  令和５年５月２３日（火）から令和５年６月７日（水）まで 

質問書回答日 令和５年６月１６日（金） 

提案要請書の通知 令和５年６月２１日(水) ※電子メールで送信・通知発送 

提案書提出期限  令和５年６月３０日（金） 

一次審査結果通知 令和５年７月７日（金）※電子メールで送信・通知発送 

プレゼンテーションによる審査  令和５年７月２５日（火）予定 

優先交渉者の選定結果及び通知 令和５年８月１６日（水）予定 

契約締結日  令和５年１０月４日（水）予定  

現地調査及び電力契約照合 契約締結日から令和５年１２月中旬まで 

防犯灯更新工事及び 

管理プレートの設置 
契約締結日から令和６年度以内（提案次第）(注 1) 

維持管理期間【新設分を含む】 契約締結日から令和１６年３月３１日まで(注 2) 

（注１） 更新工事については提案次第だが、現地調査等で判明した小山市管理の防犯灯については、

令和６年度内に管理プレートを設置すること。 

 

https://www.city.oyama.tochigi.jp/
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（注２） １０灯/年の増加を見込んでおり、令和５年度から令和１４年度の増加予定は１００灯を見込

んでいる。 

本プロポーザルの公募を以下の通り行い、併せて小山市 LED 防犯灯更新・維持管理業務委託事業プロ

ポーザル募集要項等の配布を行う。 

（１）配布日時 

令和５年５月２３日（火）から 

（２）配布場所 

小山市ホームページにて掲示。 

（３）参加表明書の提出 

   ① 受付期間 

  令和５年５月２３日（火）から 令和５年６月７日（水）まで （必着） 

  受付時間：午前９時から午後５時まで。 ただし、正午から午後１時は除く。 

   ② 提出方法 

持参とする。 

  ③ 提出先 

事務局「５．（１０）」のとおり。 

 ④ 参加表明時の提出書類 

  以下の提出書類を綴じたものを正１部、副２部提出のこと。なお、構成員毎に一式ずつ提出する 

  こと。 

  次の書類に各々書類符号を記した表紙とインデックスを付け、Ａ４縦長ファイルに綴じたものを

提出すること。 

≪参加表明作成要領≫ 

ア．参加表明書（様式第２号） 

代表者が作成すること。 

イ．グループ構成表（様式第３号） 

応募者の構成員を全て明らかにし、各々の役割分担を明確にすること。 

ウ．企業概要等 

  ・企業概要（様式第４号の１）添付書類については以下のとおりとする。 

印鑑証明書、商業登記簿謄本、貸借対照表、損益計算書（過去 5年分） 

  ・企業状況表（様式第４号の２） 

  ・有資格技術職員内訳表（様式第４号の３） 

  ・各役割の業務実績表（様式第４号の４） 

  ・関連事業実績一覧表（様式第４号の５） 

エ．暴力団員などに該当しないことの誓約書及び同意書（様式第５号） 

（４）参加者資格確認結果の通知および提案要請書の交付 

令和５年６月２１日（水）までに参加資格の確認結果および提案要請を電子メールにて通知し、提案

要請書を交付する。 

（５）参加を辞退する場合 
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  提案要請書を交付された応募者が以降の参加を辞退する場合は、提案辞退届(様式第６号）を 

  令和５年７月７日（金）までに事務局（前記５．（１０）に同じ）へ持参する。 

（６）質問書の提出 

  提案書の作成にあたり質問がある場合、以下のとおり質問を受け付けるものとする。なお、本件 

 の趣旨からかけ離れた質問や、電話又は来訪による口頭での質疑及び期限を過ぎた質問は受け付け 

ない。また、当市によって公平性が保つことが困難と判断された質問に対しては、回答を行わない。  

① 提出書類 

  「質問書（様式第１号）」に記載の上、提出のこと。 

② 提出期間 

   令和５年５月２３日（火）から 令和５年６月７日（水）午後５時まで。 

③ 提出方法 

電子メール（表題に「プロポーザル質問書」と明記。）にて提出。 

なお、電子メール送信後、本市に電話で電子メールの着信確認を行うこと。 

④ 提出先 

   事務局（前記５．（１０）に同じ） 

⑤ 回答内容の共有 

   質問に対する回答は、質問及び回答内容全体を集約した資料を、令和５年６月１６日（金）まで

に応募者全員に電子メール等にて配布する。 

（７）提案書の提出 

提案要請書を交付された事業者は、本プロポーザルの提案書を本市へ提出のこと。提出場所につい 

ては、５．（１０）と同じとする。 

① 受付期間 令和５年６月３０日（金）まで。（必着）  

午前９時から午後５時まで ただし、正午から午後１時は除く。 

② 提出方法 持参とする。 

③ 提出先  事務局（前記５．（１０）に同じ。） 

④ 提案書の提出書類  

事業者は本プロポーザルの提案書を作成し、各々書類符号を記した表紙とインデックスを付け、

Ａ４縦長ファイルに綴じたものを提出すること。 

ア．提案書提出届（様式第７号） 

イ．提案総括表（様式第８号） 

ウ．現地調査及び電力契約の調査・照合に関する提案書（様式第９号） 

エ．システムに関する提案書（様式第１０号） 

オ．使用機器提案書（様式第１１号） 

カ．事業資金計画書（様式第１２号の１～第１２号の２） 

キ．維持管理提案書（様式第１３号の１～第１３号の２） 

ク．業務工程計画書（様式第１４号） 

ケ．工事中の対応・廃棄計画書（様式第１５号） 

コ．契約終了後の対応（様式第１６号） 

サ．小山市物品購入等契約締結資格申請書（共同企業体協定書）（様式第１７号） 
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⑤ 提出部数等 

ア．提案書提出届（様式第７号）は応募者１者につき１案とし、グループの代表企業が提出すること。 

イ．書類については、原則Ａ４判の用紙とする。なお、必要に応じてＡ３判折り込みも可とする。ま

た、カラー印刷も可とする。 

ウ．正確かつ簡潔な内容とし、提出が求められていない資料を添付するなど過大なものとならない

よう留意のこと。 

エ．提出部数は１部とするが、要約版を、８部を提出すること。なお、提案書をＰＤＦ形式等で保存

した電子媒体（ＣＤ−Ｒ又はＤＶＤ−Ｒ）１枚を併せて提出のこと。 

（８）一次審査 

① 上記提出された提案書提出届に基づき、書面による内容審査を行う。 

② 下記事項を満たしたと判断された事業者（３社程度）に対し、一次審査合格の連絡を行う（電子 

  メールを送信し、書面を交付し郵送する。） 

 ア. 提出された書面内容に不備がないこと。 

 イ．本募集要項及び仕様書、提案書提出届に定める事項が漏れなく記載されていること。 

ウ. 本募集要項および仕様書に定める事項、その他関係する法律規則等を遵守した提案であること。 

（９）プレゼンテーション審査 

 一次審査合格通知の交付を受けた事業者について、別に定めるところによる「事業者選定審査委員

会」において審査を行い、最優秀提案者（優先交渉権者）を選定する。 

① 審査日程 

内 容：プレゼンテーション形式 

期 日：令和５年７月２５日（火）※応募者数により時間割を行い、改めて市より連絡をする。 

提案時間：説明２０分以内、質疑１０分程度 

参加人数：６名程度 

 ・プレゼンテーションの順番は、原則として提案書提出届の受付順とする。 

 ・プレゼンテーションは、提出した提案提出届をもとに行うこととし、説明に用いるパソコン及び

プロジェクターの使用は可とする。その場合、パソコン及びプロジエクターは事業者が持参する

こと。（スクリーンは市にて用意） 

 ・提出された提案書をもとに、プレゼンテーション用に再構成することは可能とする。ただし、 

  プレゼンテーション当日に追加資料を配布することは不可とする。 

② 結果通知 

  審査結果は、令和５年８月１６日（水）に電子メールを送信し、書面を交付し郵送する。また、

小山市ホームページにも掲載予定。 

③ 審査項目 

別紙、小山市 LED 灯更新・維持管理業務委託審査基準および評価基準表のとおり。 

７ 関連資料の貸出 

    関連資料を貸し出すため、希望者は申し出ること。 

     貸出物：東京電力との契約内容の資料（参考資料とし内容は非公開） 

※記載内容（お客さま番号・契約住所・管理番号・契約内容・標識名称・電柱 No 等） 

     貸出期間：令和５年６月２１日（水）～令和５年６月３０日（金） 
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８ 契約に関する事項 

（１）契約の手順 

   本市は、優先交渉権者と、契約締結の交渉を行う。契約交渉が不調のときは、次点者と契約締結の

交渉を行う。 

（２）契約の時期（予定） 

   令和５年１０月４日(水) 

（３）契約の概要 

   当該契約は、事業者が遂行すべき工事及び維持管理に関する業務内容、支払い方法などを定め 

   るものとする。また、本市と事業者の役割と責任及び遵守事項を明確にし、相互の確認事項や 

   方法、時期等について、明記するものとする。 

（４）支払いの概要 

   ① 令和５年度 金２，４９４，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む） 

     （支払い限度額）検収完了後、一括払い 

   ② 令和６年度から令和１５年度 

     （事業費から令和５年度の支払いを引いた残額については、１０年均等割り） 

９ 工事に関する仕様 

（１）契約締結後、施工計画書を速やかに作成し、本市と事前に調整を図ること。 

（２）工事を行うに当たっては、市内工事業者を採用すること。 

（３）取外した灯具等の取扱い（廃棄物処理・分別・再利用）については、関係法令に基づき適切な 

処分を行うこと。また、本市が取扱方法を指定した場合はそれに従うこと。 

（４）工事に係る契約不適合については、契約に基づき、事業者の責とする。 

（５）現場調査及び工事施行については、安全管理を徹底し、事故の防止に万全を期すこと。 

（６）ＬＥＤ防犯灯更新工事は、原則引込口配線（外線）での接続による施工方法とすること。 

 

10 工事の計画 

工事の計画は、次の基準で作成すること。なお、詳細については事前に本市と協議すること。 

（１）工事の優先順位 

  ① 既設の防犯灯で不点灯等の故障が発生した箇所 

  ② その他、本市が優先と判断した箇所 

（２）工事方法  

  ① 設置する対象設備については、本市の指定する方法・仕様等及び施工計画を遵守すること。 

  ② 工事中は工事案内板を掲示し周辺住民や通行人へ周知すること。また、交通誘導員の配置等に 

    より、十分な安全対策を講じること。 

 


